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本県における今シーズンの高病原性鳥インフルエンザについては、  

既に過去最多の１３例が発生しており、このうち１２例は、１月１２日 

以降、短期間のうちに近接した地域で発生し、３００万羽を超える鶏が 

防疫措置の対象となる異常事態となっています。 

本県には大規模農場が多数あり、採卵鶏の飼育羽数は、１農場当たり 

１２．７万羽で、全国平均の７．９万羽を大きく上回っています。 

ひとたび大規模農場で発生すれば、発生農場の長期休業や周辺農場の

移動・搬出制限に伴う売上げの減少はもとより、ＧＰセンター等の取引先

の経済活動へも影響が出るとともに、鶏卵の安定供給や価格へ影響し、 

ひいては家計への圧迫にもつながりかねません。 

このような中、本県では、全庁を挙げてこれまでに延べ１万人を超える

職員を動員するとともに、自衛隊や都道府県・市町村、関係団体などにも

協力を要請しながら、昼夜を徹した防疫措置に取り組んでいるところで

す。 

また、国においては、現地対策本部の設置をはじめ、リエゾンなどの 

人員派遣や、消毒の徹底や不織布の活用への助言など様々な御支援を 

頂いているところですが、今シーズンの本病の発生リスクは依然として

高い状態が続くものと予想されますので、以下の事項について早急な 

対応を賜りますようお願い致します。 

 

１ 県職員の負担軽減について 

家畜伝染病予防法第１６条では、本病発生時において、殺処分について

は、家畜防疫員の指示に従い、家畜の所有者が行うこととされているもの

の、防疫指針（令和２年７月策定）では、「都道府県は、積極的に民間獣

医師及び獣医師以外の畜産関係者等に協力を求め、家畜防疫員の指導の

下、迅速にと殺を完了させる」とされており、実務的には県職員の負担が

過度に大きくなっている状況です。 

さらに、今回の本県のケースのように、大規模農場での同時・連続発生

となれば、民間委託を入れても人員確保には限界を来していることから、 

次の通り要望します。 



① 殺処分にあたる国家公務員の派遣の増員 

② 自衛隊の災害派遣について、国において基本的な考え方の整理 

③ 法第１６条の本旨に基づき、家畜の所有者が殺処分等の防疫措置に 

必要な人材や機材などを確保して主体的に防疫措置を講ずる場合の

財政面や効率的な手法などの支援 

④県が対策に要した経費について、国庫補助率の引き上げや、職員人件

費などを含めた補助対象経費の拡充 

 

２ 家畜防疫員や殺処分体制の確保について 

今回の本県のケースのように、大規模農場での同時・連続発生時におけ

る防疫措置の迅速化に向け、国において、発生都道府県が必要とする家畜

防疫員が速やかに派遣されるよう、登録・募集制度などの仕組みづくりと

ともに、殺処分対応可能な民間育成について検討願います。 

 

 


